
    

個別公共事業の評価書（その２） 
 

平成２１年７月７日 国土交通省 
 
 国土交通省政策評価基本計画（平成２１年３月３１日最終変更）に基づき、個別公共事業についての

再評価を実施した。今回、一部の道路関係事業について対応方針が決定されたので、評価結果等を取り

まとめたものである。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第１０条の規定に基づき作

成するものである。 
 
１．個別公共事業評価の概要について 
 国土交通省では、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての所管公共事業を対象

として、事業の予算化の判断に資するための評価（新規事業採択時評価）、事業の継続又は中止の判断

に資するための評価（再評価）及び改善措置を実施するかどうか等の今後の対応の判断に資する評価（完

了後の事後評価）を行うこととしている。 
 新規事業採択時評価は、原則として事業費を予算化しようとする事業について実施し、再評価は、事

業採択後５年間が経過した時点で未着工の事業及び事業採択後１０年間が経過した時点で継続中の事

業等について実施する。また、完了後の事後評価は、事業完了後の一定期間（５年以内）が経過した事

業等について実施する。 
（評価の観点、分析手法） 
 国土交通省の各事業を所管する本省内部部局又は外局が、費用対効果分析を行うとともに事業特性に

応じて環境に与える影響や災害発生状況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に評価を

実施する。特に、再評価の際には、投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等、

といった視点で事業の見直しを実施する。事業種別の評価項目等については別添１（評価の手法等）の

とおりである。 
（第三者の知見活用） 
 再評価及び完了後の事後評価にあたっては、学識経験者等から構成される事業評価監視委員会の意見

を聴取することとしている。 
 また、評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指標の定量化等について公共事業評価手法研究委

員会において検討し、事業種別毎の評価手法の策定・改定について、評価手法研究委員会において意見

を聴取している。 
 また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとしている

（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 
 今回は、平成２１年度予算に係る評価として、道路関係予算を配分・執行する事業について、再評価

１４件を実施し、そのすべてについて事業内容を見直して継続することとしている。事業種別ごとの件

数一覧は別添２、評価結果は別添３のとおりである。 
 再評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。今後とも、これらを

踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。 



＜評価の手法等＞

費　用 便　益

・事業費
・維持管理費

・走行時間短縮便益
・走行経費減少便益
・交通事故減少便益

・事業実施環境
・物流効率化の支援
・都市の再生
・安全な生活環境の確保

・道路交通セ
ンサス
・ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ
調査

道路局

※効果把握の方法
  
  消費者余剰法
      事業実施によって影響を受ける消費行動に関する需要曲線を推定し、事業実施により生じる
      消費者余剰の変化分を求める方法。
  

道路・街路事業
（消費者余剰法）

評価を行う過
程において使
用した資料等

担当部局

評　価　項　目

費　用　便　益　分　析（　　　　）内は
方法を示す。

事業名

費用便益分析以外の主な評
価項目
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【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

道路・街路事業 直轄事業等 0 1 0 0 13 14 14 14 0 0

補助事業等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合　　　　計 0 1 0 0 13 14 14 14 0 0

（注１） 直轄事業等には、独立行政法人等施行事業を含む
（注２）

平成２１年度予算に向けた再評価について

事　　　業　　　区　　　分 ５年
未着工

10年
継続中

準備計

画５年

再々
評価

その他 計
継　　続

中止

準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業
再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業
その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

再評価対象基準
５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業
10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

評価
手続中
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【公共事業関係費】
【道路・街路事業】
（直轄事業等）

その他 46 51 48
3便益のB/C

1.0

・救急医療へのアクセス向上効果（救急医療アクセスが最
大で28分→25分と約3分短縮したことにより、救急救命率
が5％程度増加。【約0.1億円※】）
・狭小幅員や線形不良区間で、走行環境の向上が期待され
る。（曲線半径規定値外区間の解消：12箇所）
・農林水産品の道央方面への流通利便性向上が見込まれ
る。（檜山北部の水挙げ額：約25億円（H19））
・主要な幹線道路が通行止めになった場合の代替路線とし
て、機能強化が見込まれる。（国道５号の通行止実績：７
回／10年）
・高速交通ネットワークが形成され、地域のくらし、産業
や観光の利便性向上に大きな役割を果たすこと　が期待さ
れる。（地域高規格道路の位置付け有り）
・高次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。（八雲
町・函館市への救急搬送：254件／年（H19））
・鉄道廃止により、地域にとって重要な路線となってい
る。
※は、供用後50年間の便益額として試算した値（参考値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他 51 83 82
3便益のB/C

1.0

・救急医療へのアクセス向上効果（救急医療アクセスが最
大で17分→12分と約5分短縮したことにより、救急救命率
が7％程度増加。【約2.5億円※】）
・冬期視程障害解消による走行性向上効果（防雪林による
視程障害解消効果により、現道に比較し、バイパスでは走
行速度の低減率が減少。【約1.0億円※】）
・地吹雪による、通行止め解消や視程障害の解消による走
行環境の向上が期待される。（地吹雪による通行止実績：
3回／10年）
・農林水産品の道北方面への流通利便性向上が見込まれ
る。（生乳生産量：天塩町　約51，000ｔ／年、遠別町
約14，000ｔ／年）
・日常活動圏中心都市である稚内市へのアクセス向上が見
込まれ、生活利便性の向上が期待される。（天塩町の稚内
市への依存度：購買率30％、通院率44％）
・旧国鉄羽幌線が昭和62年に廃止され、路線バスが地域の
唯一の公共交通機関として住民の生活を担っている。
・教育・行政の広域化により、地域にとって重要な路線と
なっている。）
※は、供用後50年間の便益額として試算した値（参考値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

・旧国鉄羽幌線跡地の鉄道防雪
林有効活用により、地吹雪によ
る視程障害解消が見込まれる。
・引き続き事業が順調に進んだ
場合、平成20年代前半の事業完
了を予定している。
【コスト縮減】
・縦断勾配見直しによる現道へ
のすり付け延長等の削減により
コスト縮減を図っている。

再評価結果一覧

担当課
（担当課長

名）
便益:Ｂ(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

地域高規格道路
一般国道230号

国縫道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：41億円
走行経費減少便益：6.6億円
交通事故減少便益：2.9億円

【主な根拠】
計画交通量：2,700台/日

・現道等における狭小幅員、道
路線形の改良により、交通隘路
区間が解消し、安全性や走行環
境の向上が見込まれる。
・引き続き事業が順調に進んだ
場合、平成20年代前半の事業完
了を予定している。
【コスト縮減】
・法面植生への新技術の採用
（現場発生材を利用した法面植
生）、擁壁形式の変更、橋梁か
ら函渠への構造変更によりコス
ト縮減を図っている。

一般国道232号
天塩バイパス
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：71億円
走行経費減少便益：11億円
交通事故減少便益：0.98億円

【主な根拠】
計画交通量：2,300～2,800台/
日

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、
事業の進捗の見込み、コスト縮

減等）

事 業 名
事業主体
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担当課
（担当課長

名）
便益:Ｂ(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、
事業の進捗の見込み、コスト縮

減等）

事 業 名
事業主体

その他 59 80 75
3便益のB/C

1.1

・救急医療へのアクセス向上効果（救急医療アクセスが最
大で27分→22分と約5分短縮したことにより、救急救命率
が9％程度増加。【約3.4億円※】）
・火山噴火後の交通機能の早期回復効果（鹿部道路では、
現道と比較して火山噴火後の降灰除去作業が効率的に実施
できることから、交通機能が20日間早期回復し、迂回損失
時間が削減。【約1.1億円※】）
・児童・生徒の安全な通学路の確保が期待される。（鹿部
町児童数：524人（H19））
・狭小幅員や線形不良区間の解消で、走行環境の向上が期
待される。（現道：車道幅員5.5ｍ区間約8割）
・火山噴火時の緊急避難路として、地域の安全・安心な暮
らしに役立つことが期待される。（火山噴火に伴う避難時
間：94分短縮）
・水産品の道南、道東方面への流通の利便性向上が見込ま
れる。（鹿部町周辺地域のマグロ漁獲量：全道の約5割）
・高次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。
・鹿部町のまちづくり計画は、鹿部道路を想定し策定され
ていおり、鹿部町のまちづくりに大きな影響を　与えてい
る。
・地域の産業において利便性向上が見込まれる。
※は、供用後50年間の便益額として試算した値（参考値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他 156 128 123
3便益のB/C

1.0

①安全・安心の向上【災害】
・落石等による災害の回避が可能になるため、道
路利用者の不安を解消する効果も期待される。
・なお、バイパス整備による防災性の向上で、現
道防災対策に係る維持管理費用は、約50百万円／
年の縮減が可能。
②安全・安心の向上【事故】
・線形不良が解消され、重大な交通事故の低減
（回避）が可能になるため、道路利用者の不安を
解消する効果も期待される。
③関越道通行止め時の代替路
・関越道の通行止めの際に代替路として機能する
効果も期待される。
・関越道が通行止めになった場合の迂回交通量を
推計し綾戸バイパスの3便益を試算【便益額+0.4億
円※】
④休日交通の支援【利便性の向上】
・休日交通量の多い地域で来訪者（道路利用者）
を支援（利便性の向上）。
・平日の便益に平日休日比を乗じて休日の便益を
試算【便益額+1.7億円※】
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:1.1、残事業B/C:1.2

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他
210

【残事業
=107】

227
【残事業
=214】

238
【残事業
=102】

3便益のB/C
1.0

【残事業
=2.1】

①冬期の除雪障害の解消
・冬期の走行速度低下(13%)を考慮【約7億円※】
・冬期の運搬排雪による通行規制の回避（運搬排
雪時間：113時間/年）
②病院開院による「命の道」
・バイパス整備と魚沼基幹病院（仮称）の開院に
よる救命救急アクセスエリアの拡大（時間短縮エ
リア人口：6,629人）【約15億円※】
③沿線施設へのアクセス向上
・魚沼基幹病院（仮称）の開院や水の郷工業団地
の分譲による雇用の拡大（工業団地：500人）
・水の郷工業団地への企業誘致による生産額の増
加
④道路冠水等の災害回避
・現道区間の洪水時の冠水や濃霧の影響を回避
⑤沿道環境の改善効果
・夜間騒音の改善（夜間71db→65db）
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:1.0、残事業B/C:2.2

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

＊３便益に費用便益分析マニュアルに規定のある便益の試算値を加え、費用で除した場合のB/Cの値

一般国道17号
綾戸バイパス

関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：104億円
走行経費減少便益： 13億円
交通事故減少便益： 11億円

【主な根拠】
計画交通量：
 17,600～17,900台／日

・綾戸地区は、急峻な地形のため落
石等の災害及び線形不良等を要因と
する交通事故が発生。
・評価対象区間と並行する関越自動
車道は、濃霧及び積雪による通行止
めが毎年発生しており、関越自動車
道通行止め時の代替路の確保が必
要。
・地元は、「安全確保のためにも必
要な道路」として事業継続を要望。
・コスト縮減・事業計画の見直しに
よる３便益でのB/Cは1.0(1.04)。
・事業執行見合わせ後、地元から安
全確保の観点からの意見や要望が寄
せられており、事業実施に地元の理
解と協力が得られると考えられる。
【コスト縮減】
・以下のコスト縮減により、全体事
業費を164億円から156億円に縮減
【縮減額約8億円】
①車道幅員（下り線）の見直し
・下り線について、道路幅員の見直
し（幅員3.5ｍ→3.25ｍへ縮小）を行
い、トンネル、橋梁、土工の工事量
などを削減【縮減額約4.2億円】
②トンネル断面の見直し
・トンネル技術基準の改訂（H20）に
より、トンネル内の煤煙排出量が低
減され、ジェットファンの設置が不
要となったため、上半単心円から上
半3心円断面に変更し、掘削断面を縮
小（約1ｍ2）【縮減額約1.9億円】
③橋梁構造の見直し
・交差点の位置を移動することで視
認性を確保し、加速車線を省略する
ことで、橋梁上部工面積を縮小（242
ｍ2）【縮減額約1.6億円】

一般国道17号
浦佐バイパス

北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：199億円
　　　　【残事業=188億円】
走行経費減少便益：28億円
　　　　【残事業=26億円】
交通事故減少便益：0.27億円
　　　　【残事業=0.27億円】

【主な根拠】
計画交通量：8,600～14,700台
／日

・浦佐バイパス沿線には、開発
計画が進捗しており、事業中止
では、地域に与える影響が大き
く、マイナス効果が大きい。
・３便益でのコスト縮減後の残
事業Ｂ／Ｃが１以上で、更に冬
期の障害解消や救急救命効果な
どその他の効果も考慮。
【コスト縮減】
魚野川橋からＪＲ跨線橋区間に
おいて、機能を確保したまま橋
梁部の両側歩道を片側歩道に変
更し約9億円の事業費を削減。
また、盛土部において歩道を本
線から側道におろし側道と兼用
とし、盛土量減少させることで
約2億円の事業費の削減を図
る。

一般国道278号
鹿部道路

北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：68億円
走行経費減少便益：8.8億円
交通事故減少便益：2.8億円
　
【主な根拠】
計画交通量：3,400～3,600台/
日

・現道からの大型車両等の転換
が図られ、安全性や走行環境の
向上が見込まれる。
・引き続き事業が順調に進んだ
場合、平成20年代中頃の事業完
了を予定している。
【コスト縮減】
・縦断線形見直しによる土工量
の削減によりコスト縮減を図っ
ている。



担当課
（担当課長

名）
便益:Ｂ(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、
事業の進捗の見込み、コスト縮

減等）

事 業 名
事業主体

その他
153

【残事業
=117】

102
【残事業
=102】

150
【残事業
=110】

3便益のB/C
0.7

【残事業=0.9】

①広域的な観光ルートを形成
・沿線の観光入り込み客数（年間1,200万人）
・休日の交通が多く5月の休日交通量は平日の1.3
倍【約2億円※】
②地域の唯一の幹線道路
・現道の通行止め時は約3倍の迂回時間が必要【約
4～12億円※】
・災害発生により、4集落（219人）が孤立する恐
れ
・孤立時の鷹ノ巣温泉の経営や地域の経済活動へ
の影響【約1～3億円※】
③冬期の安全・安心な走行
・冬期の積雪量や降雪日数が多い地域
・現道の冬期は平均30%の速度低下【約3億円※】
④隣県山形県小国町にとって「命の道路」
・県境を越え、新潟県で6人/年が出産、5人/年が
人工透析で通院
・5集落（352人）が救急医療アクセス向上【約0.2
億円※】
⑤広域的な物流ルートを形成
・仙台と新潟を結ぶ最短・コスト最小ルートとし
て、国道7号とほぼ同等の13,000トン/日の物流が
利用
・道路整備を前提に長井北工業団地で86.2%の分譲
実績
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:0.7～0.8、残事業B/C:1.0～1.1

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他
224

【残事業
=36】

238
【残事業
=38】

298
【残事業
=33】

3便益のB/C
0.8

【残事業
=1.2】

①冬期の安全・安心な走行
・冬期における走行性の向上(降雪日実績：年平均
112日)【約12億円※】
・冬期の登坂不能車による通行止めの回避（通行
止め実績：年平均7.4回）【約4億円※】
②観光・交流を支える道路
・スキー場や夏山の大北地域へ年間725万人、海水
浴場等の糸魚川市へ年間185万人の観光入り込み客
（外国人客の増加が著しい）
・部分供用後、国道148号を利用するバスが休日１
日当たり58台増（観光消費額：約2億円増/年（参
考値））
・休日の交通が多く10月の休日交通量は平日の1.3
倍【約4億円※】
③災害時における交通確保
・地域の経済活動への影響を軽減（影響延べ人
数：約500人）【約4億円※】
④救急医療機関への命の道
・北部消防署から北小谷地区へのアクセス向上
（所要時間短縮約2分、97人）、救急医療機関への
アクセス向上（時間短縮エリア人口：359人）【約
0.5億円※】
⑤地域の唯一の生活道路
・通学バスを兼ねる村営バスが1日11便運行（乗車
人数33人）
⑥北陸と関東を結ぶ物流幹線
・富山・石川県から関東方面への物流は約6割が国
道148号を利用
・冬期は国道148号の不確実性から約4割が他ルー
トへ転換
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:0.9、残事業B/C:1.2

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他 144 155 151
3便益のB/C

1.0

①三刀屋拡幅の整備に伴う救命処置が施されるま
での時間の短縮により、救命率が向上。［時間短
縮約1分、約35人/年が便益享受］【＋11億円※】
②尾道松江線の通行止め（約4日/年の通行止めを
想定）時に代替路となる国道54号の混雑が緩和
【＋0.7億円※】
③三刀屋拡幅の整備に伴う速度向上により、CO2排
出量が減少。［約1,300t/年のCO2削減］【＋0.7億
円※】
④雲南市の魅力あるまちづくり（中心市街地形成
や商業集積など）を支援［宅地化等による人口増
加(対H10：1.6倍)］
⑤その他、歩行空間の確保［歩行者70人/日･自転
車140台/日］、観光振興など
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:1.0、残事業B/C:1.9

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

＊３便益に費用便益分析マニュアルに規定のある便益の試算値を加え、費用で除した場合のB/Cの値

一般国道54号
三刀屋拡幅

中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：150億円
走行経費減少便益：4.6億円
交通事故減少便益：0.00億円

【主な根拠】
計画交通量：5,300～17,000台
／日

・三刀屋拡幅の整備により、渋
滞緩和や救急救命への寄与、安
全・安心な歩行空間の確保、魅
力あるまちづくりの支援など
様々な効果が期待される。
・投資効果の早期発現を図るた
め段階的に整備しており、残る
区間についても早期供用を図る
ため、事業を推進する。
【コスト縮減】
・里熊大橋工事の仮設工法の見
直し（仮桟橋→瀬替え）【約5
億円減少】。新たな交通量に基
づく道路構造の見直し（一部区
間4車線→2車線）【約8億円減
少】。

一般国道148号
小谷道路

北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：205億円
　　　　　【残事業=33億円】
走行経費減少便益：31億円
　　　　　【残事業=5.0億
円】
交通事故減少便益：1.7億円
　　　　【残事業=0.14億円】

【主な根拠】
計画交通量：4,900台／日

・山岳部での道路建設は、コス
トがかかり、経済的に不利な状
況。単純にＢ／Ｃのみを建設の
適否の基準にすることは適切で
はない。
・事業進捗が8割以上で、３便
益でのコスト縮減後の残事業Ｂ
／Ｃが１以上で、更に災害、観
光などのその他の効果を考慮。
【コスト縮減】
法面処理の工法変更、車両用防
護柵の変更、盛土材料の一部を
変更、作業足場の工法変更によ
り建設コストを約1億円縮減を
図る。

地域高規格道路
一般国道113号
鷹ノ巣道路

北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：73億円
　　　　　【残事業=73億円】
走行経費減少便益：19億円
　　　　　【残事業=19億円】
交通事故減少便益：10億円
　　　　　【残事業=10億円】

【主な根拠】
計画交通量：7,300台／日

・山岳部での道路建設は、コス
トがかかり、経済的に不利な状
況。単純にＢ／Ｃのみを建設の
適否の基準にすることは適切で
はない。
・コスト縮減後の全体及び残事
業Ｂ／Ｃが１以下であるもの
の、災害、医療、観光などのそ
の他の効果を見込むことが出来
る。更に、地域の唯一の幹線道
路であること、新潟・仙台を結
ぶ重要な道路の一部であること
を考慮。
【コスト縮減】
中央分離帯の構造の簡素化
（1.5m→0.5m）によるトンネル
断面、土工、橋梁幅員の縮小に
より約15億円の事業費の削減や
インターチェンジ構造の縮減に
より約2億円の事業費の削減を
図る。



担当課
（担当課長

名）
便益:Ｂ(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、
事業の進捗の見込み、コスト縮

減等）

事 業 名
事業主体

10年継続
中

185 182 175
3便益のB/C

1.0

①安芸津バイパスの整備に伴う救命処置が施され
るまでの時間の短縮により、救命率が向上。［時
間短縮約1分、約4人/年が便益享受］【＋0.5億円
※】
②安芸津バイパス整備に伴う速度向上により、CO2
排出量が減少。［約800t/年のCO2削減］【＋0.4億
円※】
③現道国道185号の通行止め時の代替路となり、交
通混雑が緩和。［台風等による越波･冠水による通
行止めの回避（通行止め実績H16:約４時間）］
【＋0.04億円※】
④隘路区間や線形不良区間が解消［平面線形3箇
所、縦断線形4箇所］
⑤国際標準コンテナ車通行不能区間が解消［ 例)
呉港～竹原市間を国道31号･国道2経由と比較して
約30分短縮］
⑥その他、通学路などの歩行空間の安全性向上
［歩道なし区間：歩行者40人/日、自転車100台/
日］
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:1.0、残事業B/C:1.3

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他
1,288

【残事業
=576】

1,077
【残事業
=1,077】

1,244
【残事業
=392】

3便益のB/C
0.9

【残事業
=2.7】

・安芸市が第3次医療施設（高知医療センター）60分圏
域に入る。（約2万人拡大）
・第三次医療施設への所要時間短縮による効果【約210
億円/約450億円※】
　例）高知県東部地域から医療施設への救急搬送時間が
短縮され、重症患者の救命率向上が見込まれる。（香南
市～高知市：約31分→約19分：12分短縮）
・東南海・南海地震等の災害時において、緊急輸送ネッ
トワークを補強し、リダンダンシーを確保する。
・安芸市～園芸流通センターへのアクセス性の向上によ
り農業を支援。（約68分→53分：15分短縮）
・室戸市漁港～高知JCTへのアクセス性の向上により漁
業を支援。（約137分→121分：約16分短縮）
※は、供用後50年間の便益額として試算した値（参考
値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他
464

【残事業
=33】

284
【残事業
=280】

543
【残事業
=49】

3便益のB/C
0.5

【残事業
=5.7】

・国道440号の事前通行規制等による通行止めが解消さ
れる。（6～68日／年→解消）【約0～2億円※】
　例）梼原町～久万高原町国道197号迂回の場合：約109
分→約71分　38分短縮
・国道440号の冬期チェーン規制を解消する。（33～61
日／年→解消）【約1～2億円※】
　例）梼原町～久万高原町　速度低下により 116分→71
分　45分短縮
・国道33号の事前通行規制等による通行止時の迂回路機
能を確保する。（2～19日／年→解消）【約10～140億円
※】
・県境を跨ぐ医療施設への所要時間が短縮し、アクセス
性が向上する。（西谷地区→二次医療施設　48分→22
分：26分短縮）
・線形不良解消やアクセス向上により輸送効率が向上し
農林水産業を支援する。（10トラック運搬→25トント
レーラー運搬可能）
・四国カルストへのアクセス性が向上し観光客の増加が
見込まれる。
※は、供用後50年間の便益額として試算した値（参考
値）
＊全体B/C:0.5～0.8、残事業B/C:5.9～8.6

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

＊３便益に費用便益分析マニュアルに規定のある便益の試算値を加え、費用で除した場合のB/Cの値

一般国道185号
安芸津バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：156億円
走行経費減少便益：21億円
交通事故減少便益：5.6億円

【主な根拠】
計画交通量：7,7000～8,900台
／日

・安芸津バイパスの整備によ
り、隘路区間や線形不良区間、
国際コンテナ車通行支障区間の
解消、交通事故の削減、救急救
命への寄与、災害時等における
代替路の確保など様々な効果が
期待される。
・投資効果の早期発現を図るた
め段階的に整備しており、残る
区間についても早期供用を図る
ため事業を推進する。
【コスト縮減】
・特殊工法の導入やトンネル断
面の見直し【約0.3億円の減
少】。新たな交通量に基づく道
路構造の見直し（4車線→2車
線）【約85億円の減少】。

高知東部自動車道
一般国道55号
高知南国道路
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：871億円
　　　　　【残事業=871億円】
走行経費減少便益：143億円
　　　　　【残事業=143億円】
交通事故減少便益： 63億円
　　　　　【残事業=63億円】

【主な根拠】
計画交通量：17,600台

・四国8の字ネットワークの形成に
よる広域的な交流、現道の渋滞緩
和や安全性の向上、救急医療への
支援や地域産業支援・観光アクセ
スの向上など重要な役割を担う。
・用地買収が9割以上完了しており
円滑な事業進捗が見込まれる。
・３便益でのコスト縮減後の残事
業Ｂ／Ｃが１以上となっている。
【コスト縮減】
・高知中央ＩＣの形状をトラン
ペット型から出入り口を分離した
構造にするなど、事業内容の見直
しにより約12億円のコスト縮減を
図る。

一般国道440号
地芳道路

四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：221億円
　　　　　【残事業=218億円】
走行経費減少便益：56億円
　　　　　【残事業=56億円】
交通事故減少便益：5.9億円
　　　　　【残事業=6.0億円】

【主な根拠】
計画交通量：1000台

・現道の交通障害解消、国道33号
の迂回路、県境を越えた医療、消
防体制の確立等に重要な役割を担
う。
・平成20年度までに4.6kmが供用済
みであり、引き続き工事の推進を
図り、平成20年代前半の全線供用
を目指す。
・３便益でのコスト縮減後の残事
業Ｂ／Ｃが１以上となっている。
【コスト縮減】
・非常用電源設備の変更や電気室
建築の見直し、トンネルコンク
リート舗装工法の見直しなど、事
業内容の見直しを行い、約2.3億円
のコスト縮減を図る。



担当課
（担当課長

名）
便益:Ｂ(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、
事業の進捗の見込み、コスト縮

減等）

事 業 名
事業主体

その他 470 495 437
3便益のB/C

1.1

○円滑なモビリティーの確保
・並行する現道部の渋滞損失時間削減
・CO2排出の削減　64,515ｔ-ｃ/50年【2.1億円
※】
○個性ある地域の形成（拠点開発プロジェクト、
地域連携プロジェクト、大規模イベントの支援）
・西原町、与那原町ではこれまで町に核となる地
区がなく、県内の知名度も低かったため、与那原
バイパス整備と一体となったマリンタウンプロ
ジェクトを推進。バイパスの開通を見据えて企業
誘致や住宅分譲等を進めており、既に大型商業施
設等の立地、その他海浜公園の整備が行われ、地
域経済の発展並びに地域の利便性向上が期待
○安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設
へのアクセス向上が見込まれる）
・南部医療センター・こども医療センターなど高
度医療施設へのアクセス向上（｢命の道｣）。
約50名の救命効果【33億円※】
・国道329号等の幹線道路の慢性的な渋滞により、
通過交通が地域の生活道路へ進入しており、与那
原バイパスの整備により、集落内の通過交通が減
少し、日常的な生活空間の安全に寄与することが
期待されている。
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他 450 386 378
3便益のB/C

1.0

○円滑なモビリティーの確保（並行する現道部の
渋滞損失時間、CO2排出の削減　60,457ｔ-ｃ/50年
【1.9億円※】）
○個性ある地域の形成（拠点開発プロジェクト、
地域連携プロジェクト、大規模イベントを支援す
る）
・南風原町のまちづくりは南風原バイパス整備を
前提に計画され、既に大型商業施設、高次医療セ
ンター、バスターミナル等がバイパス沿いに立地
しており、地域経済の発展や地域住民の利便性向
上に寄与。
○安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設
へのアクセス向上が見込まれる。）
・南部医療センター、こども医療センターなど高
度医療施設へのアクセス向上（「命の道」）。約
30名の救命効果【19.4億円※】
・南風原バイパスの整備により、国道329号等の幹
線道路の慢性的な渋滞により、集落内の生活道路
へ進入している通過交通の減少、南風原バイパス
整備に日常的な生活空間の安全に寄与することが
期待されている。
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

その他
82

【残事業
=23】

66
【残事業
=66】

96
【残事業
=23】

3便益のB/C
0.7

【残事業
=2.9】

○ 国土・地域ネットワークの構築（一般国道331
号〔現道〕における大型車のすれ違い困難区間の
解消）
　・道路構造令に合わない箇所があり、カ－ブが
きつく歩道などが未整備。大型バスなどのすれ違
いができない状況である。中山改良の整備によ
り、地域交通の安全に寄与することが期待されて
いる。【約3.5億円※】
○ 個性ある地域の形成（主要な観光地へのアクセ
ス向上が期待）
　・国道331号は、南部観光ル－トの拠点となる路
線で、周辺には世界遺産の斎場御嶽、新原ビ－
チ、あざまサンサンビ－チ、奥武島、玉泉洞など
多くの観光地やカフェ等が点在しており、中山改
良の整備により、観光の活性化が期待されてい
る。 （観光客の増加：270万人→300万人）【約
7.7億円※】
　・休日の交通量が、平日の交通量に比べて約2割
（年間約14万台）多い。【約5.1億円※】
○ 災害への備え（一般国道331号〔現道〕におけ
る通行止め時の迂回路の形成）
　・南城市の国道331号は、唯一の幹線道路となっ
ている。
　・しかしながら、国道331号中山改良周辺は地す
べり危険箇所となっており、道路利用者はもとよ
り地域住民において、災害への不安がある。実
際、平成20年6月に国道沿い斜面の大きな岩が崩
れ、約8ヶ月間の通行止めとなった。そのため、中
山改良は、災害に強い道路として期待されてい
る。 【約19.4億円※】
　・さらに、大雨時には、周辺の山側及び海側の
市道は冠水する状況。
　 そのため、緊急時の消防車及び救急車の通行が
できないこともあり、中山改良は代替路線として
期待されている。
 【約7.5億円※】
※は、供用後50年間の便益額として試算した値
（参考値）
＊全体B/C:0.9、残事業B/C:4.0

見直し継続

道路局
国道・防災

課
（課長 深澤

淳志）

＊３便益に費用便益分析マニュアルに規定のある便益の試算値を加え、費用で除した場合のB/Cの値

一般国道329号
南風原バイパス
沖縄総合事務局

【内訳】
走行時間短縮便益：352億円
走行経費減少便益： 31億円
交通事故減少便益：  2.5億円

【主な根拠】
計画交通量：25,400台/日

・バイパスの整備により、現道
部の渋滞緩和による円滑なモビ
リティーの確保
・個性ある地域の形成（拠点開
発プロジェクト、地域連携プロ
ジェクト、大規模イベントの支
援）
・救急医療施設へのアクセス向
上や生活道路へ進入している通
過交通の減少による、安全、安
心の向上
【コスト縮減】
立体交差（トンネル）から平面
交差への見直し、橋梁構造の見
直し等によるコスト縮減。（コ
スト縮減額＝約150億円）

一般国道331号
中山改良

沖縄総合事務局

【内訳】
走行時間短縮便益：56億円
　　　　【残事業＝56億円】
走行経費減少便益：9.5億円
　　　　【残事業＝9.5億円】
交通事故減少便益：0.23億円
　　　【残事業＝0.23億円】

【主な根拠】
計画交通量：5,700台/日
　　【残事業＝5,700台/日】

・一般国道331号〔現道〕にお
ける通行止めの解消（迂回路の
形成）
・一般国道331号〔現道〕にお
ける大型車のすれ違い困難区間
の解消
・主要な南部観光地間を結ぶ周
遊ルートの確立。
・３便益でのコスト縮減後の残
事業Ｂ／Ｃが１以上となってい
る
【コスト縮減】
事業延長の見直し（現道活用し
た整備）、トンネル断面の縮
小、歩道整備の取止めによるコ
スト縮減。（コスト縮減額＝約
３億円）

一般国道329号
与那原バイパス
沖縄総合事務局

【内訳】
走行時間短縮便益：410億円
走行経費減少便益： 58億円
交通事故減少便益： 27億円

【主な根拠】
計画交通量：28,900台/日

・バイパスの整備により、現道
部の渋滞緩和による円滑なモビ
リティーの確保
・個性ある地域の形成（拠点開
発プロジェクト、地域連携プロ
ジェクト、大規模イベントの支
援）
・救急医療施設へのアクセス向
上や生活道路へ進入している通
過交通の減少による、安全、安
心の向上
【コスト縮減】
我謝交差点（仮称）を立体交差
から平面交差への見直し、与那
原地区における跨道橋の取り止
め等によるコスト縮減。（コス
ト縮減額＝約110億円）




